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前期比（％）

7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12

実質ＧＤＰ 0.5 0.0 － 1.7 － 0.5 1.4 － 0.5

同 　   (年  率) 2.0 0.1 － 6.6 － 2.0 5.6 － 1.8

同　    (前年同期比) 5.4 3.1 － 0.2 － 1.7 － 0.7 － 2.2

内需寄与度　　　　　 (*) 0.6 0.1 － 1.5 0.5 0.8 0.1

個人消費 0.4 0.4 － 1.2 0.3 0.7 0.4

住宅投資 0.6 2.9 1.8 － 2.0 5.2 － 6.7

設備投資 0.5 － 0.7 － 0.9 － 0.5 － 0.4 0.2

民間在庫　　　　　 (*) 0.3 － 0.0 － 0.7 － 0.0 0.3 0.1

政府最終消費 0.3 0.3 0.5 0.7 0.2 0.3

公共投資 0.4 － 4.2 － 1.9 6.7 － 1.0 － 1.9

外需寄与度　　　　　 (*) － 0.1 － 0.0 － 0.2 － 1.0 0.6 － 0.6

輸出 0.7 － 0.1 － 0.0 － 5.9 7.3 － 2.1

輸入 1.7 0.2 1.1 0.4 3.5 1.6

名目ＧＤＰ 0.1 － 0.8 － 1.7 － 1.6 1.2 － 0.3

同  　  (年  率) 0.2 － 3.2 － 6.8 － 6.1 5.0 － 1.3

同 　   (前年同期比) 3.4 1.2 － 2.2 － 4.0 － 2.9 － 3.8

－ 2.0 － 1.9 － 1.9 － 2.4 － 2.2 － 1.6

(注)内需寄与度、民間在庫、外需寄与度は実質ＧＤＰに対する寄与度

(出所)内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」

ＧＤＰデフレーター

　　　　　　(前年同期比)
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調査レポート 

2011 年 10～12 月期のＧＤＰ（1 次速報）予測 
 

2 月 13 日に公表予定の 2011 年 10～12 月期の実質ＧＤＰ成長率は、前期比－0.5％（年率換算－1.8％）と 2

四半期ぶりにマイナス成長となったと見込まれる。世界経済の減速などの影響で、景気のけん引役である輸出

が減少に転じたことが主因である。 

自動車販売の持ち直しなどにより個人消費は増加が続き、先送りされてきた更新投資などが徐々に再開さ

れたことなどを受けて設備投資も小幅に増加するなど、内需は底固く推移したとみられる。一方、輸入は増加

が続き、世界経済の減速やタイ洪水の影響で輸出が減少に転じため、外需が GDP 成長率を大きく押し下げる

要因になったと見込まれる。 

名目ＧＤＰも前期比－0.3％（年率換算－1.3％）と減少したとみられる。輸入物価の上昇が一服したことや国

内物価の下落ペースが和らいだことなどを受けて、ＧＤＰデフレーターは前年同期比－1.6％と下落率が縮小し

たと見込まれる。 
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需要項目別の動向は以下の通りである。 

 

①個人消費（前期比実質＋0.4％） 

自動車販売の持ち直しや旅行などサービス消費の緩やかな増加を受けて、個人消費は 2

四半期連続で増加したと見込まれる。 

②住宅投資（前期比実質－6.7％） 

住宅エコポイント制度や金利優遇策の期限到来前に現れた駆け込み需要の反動で、住宅

投資は大きく減少したとみられる。 

③設備投資（前期比実質＋0.2％） 

景気の先行き不透明感などを背景に投資に対する企業の慎重姿勢は残るものの、先送り

されてきた更新投資などが徐々に再開されたことなどを受けて、設備投資は小幅ながらも

増加に転じたと見込まれる。 

④在庫投資（前期比実質寄与度＋0.1％） 

在庫調整の動きやタイ洪水の影響による生産在庫の取り崩しなどを受けて、在庫投資は

マイナスが続き、ＧＤＰ成長率に対する寄与度はプラス幅が縮小したと見込まれる。 

⑤政府最終消費支出（前期比実質＋0.3％） 

高齢化などを背景に政府サービスに対する需要が増加基調にあるのに加え、震災に関わ

る支出の増加もあって、政府最終消費支出は増加が続いたとみられる。 

⑥公共投資（前期比実質－1.9％） 

被災地の復興は徐々に進んでいるものの、仮設住宅建設による押し上げ効果が剥落した

ことなどの影響で、公共投資は小幅に減少したと見込まれる。 

⑦外需（前期比実質寄与度－0.6％、輸出：前期比実質－2.1％、輸入：同＋1.6％） 

世界経済の減速やタイ洪水の影響などで輸出が減少した一方、発電用エネルギーの需要

拡大などを受けて輸入は増加した。この結果、外需のＧＤＰ成長率に対する寄与度は大幅

なマイナスになったと見込まれる。 

⑧ＧＤＰデフレーター（前年同期比－1.6％） 

輸入物価の上昇が一服したことや国内物価の下落ペースが和らいだことなどを受けて、

ＧＤＰデフレーターの下落率は縮小したとみられる。 
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